
別紙様式１ 
農業農村整備事業等再評価地区別資料 

 

局    名 関東農政局 

 

都道府県名 千葉県 関係市町村名 山武市
さ ん む し

、山武郡
さ ん ぶ ぐ ん

横芝
よこしば

光町
ひかりまち

 

事 業 名 農村地域防災減災事業 地  区  名 蓮沼
はすぬま

Ⅱ期
 き

  

事業主体名 千葉県 事業採択年度 平成９年度 

〔事業内容〕 

事 業 目 的： 

 

本地区は、千葉県北東部の九十九里浜沿岸に位置し、栗山川と木戸川に挟

まれた流域面積 17km2 の後背湿地及び砂丘間低地である。 

地区内の基幹的な排水施設である東部排水機場及び幹線排水路は、昭和 42

年から昭和 47 年にかけて実施した県営湛水防除事業 「蓮沼地区」により整

備された。 

しかし、昭和 50 年代半ばより周辺流域の開発が進んだことによる流出量の

増加や、栗山川流域の開発による外水位上昇及び地盤沈下の進行により湛水

被害が頻発していた。 

本事業は、このような湛水被害を未然に防止するため、排水機場及び排水

路を改修し、本地域全体として農業経営の安定と国土保全を図る。 

受 益 面 積： 

主要工事計画： 

519ha 

排水機場 １箇所 

排 水 路 ５km 

総 事 業 費： 5,822 百万円（計画総事業費：6,832 百万円） 

工 期： 平成９年度～令和６年度（計画工期：平成９年度～平成 14 年度） 

関 連 事 業： なし 

〔項 目〕 

ア 事業の進捗状況 

  令和３年度までの進捗率は 75%であり、排水機場と一部の排水路は供用を開始している。今

後、残りの排水路整備を進めていく。 

 

① 計画工期に対して著しい変更は認められないか 

 本地区は、基幹施設である排水機場と下流排水路 1.0km の整備を１工区、残る排水路の整備

を２工区と分割採択で事業が進められ、平成 23 年度までに１工区の事業が完了している。 

１工区では、排水機場遊水池の護岸工整備箇所が、保安林指定区域とされており、指定区域

の一部解除の手続きに係る協議調整に日数を要したこと等から事業進捗が大きく遅れた。 

平成 24 年度に採択された２工区については、排水路の一部区間にガス管が埋設されていた

ことから、移設に係る関係機関や地元との協議調整に時間を要し工期を延伸することとなっ

た。 

その後、排水路整備を進め、令和６年度の完了に向けて事業進捗を図る予定である。 

 

②地元負担等について、関係者間の合意形成が図られているか 

 地元負担について関係者との合意形成が図られている。 

 



イ 関連事業の進捗状況 

  該当する関連事業はない。 

 

① 「農業農村整備事業管理計画」等に即し、関連施策等との連携・調整が行われているか 

該当する関連施策等がない。 

 

② 国営附帯地区については、国営事業との進度調整が図られているか 

本地区は国営附帯地区ではない。 

 

ウ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化 

① 受益面積の増又は減が 10％未満であるか 

当初計画から、受益面積の変動は生じていない。 

 

② 主要工事計画の著しい変更が認められないか 

当初計画から、主要工事計画の変更はない。 

 

エ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む） 

 本地区は、農業効果の算定基礎となる地域農業振興の基本方針などの諸情勢等を踏まえ、費

用対効果分析の基礎となる要因の変化は生じていない。 

  

① 工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）が計画

事業費の 10％未満であるか 

  計画事業費の 10%未満である。 

 

② 市町村等が策定する農業振興計画等との整合が図られているか 

 山武市及び横芝光町の農業振興地域整備計画と整合が図られている。 

 

③ 費用対効果分析の結果 

（B/C）1.12（現計画時：1.11） 

 

オ 環境等の調和への配慮 

  本地区は、「山武市、横芝光町田園環境整備マスタープラン」において環境配慮区域に設定

されており、水辺の環境維持に努め、希少種が発見された場合は、工事区域外への移動を行っ

ている。なお、魚類等多彩な水棲生物の生息を可能にするため、排水路の一部区間において環

境型水路を整備している。また、工事に使用する建設機械は排出ガス対策型及び低騒音型の建

設機械を使用するなど、周辺環境への配慮を行っている。 

 

カ 事業コスト縮減等の可能性 

排水路工の工事において埋戻及び盛土材に現地発生土を利用することで、事業コストの縮減

を図っている。今後、実施予定の工事においても、積極的にコスト縮減に努める。 

 

キ 地元（受益者、地方公共団体等）の意向 

本地区は、１工区で整備された排水機場及び排水路の一部区間が供用開始されており、地元

からは湛水被害が大きく軽減されているとの声が挙げられている。残る２工区についても、事

業の早期効果発現が切望されている。 

 

ク その他 

なし。 

事 業 主 体 の 

事業実施方針 

継続する。 



事 業 主 体 の 

予算要求方針 

令和５年度予算を要求する。 

第  三   者 

の 意 見 

 

補 助 金 

交 付 の 方 針 

 

 



農村地域防災減災事業
「蓮沼Ⅱ期地区」 事業概要図 【No.４】

栗山川

工事概要
・排水機場 １箇所
・排水路 ５km

幹線10号Ⅱ型排水路
改修延長L=2061m

幹線10号排水路
改修延長L=986m

令和３年度まで

令和４年度

令和５年度以降

既設利用

凡　　例

（1工区）

（1工区）

（2工区）

（1工区）

（2工区）（2工区）

1工区：H9～H23
2工区：H24～R6



（別紙様式３）

１．投資効率の算定

総事業費 関連事業を含む

年総効果額

廃用損失額 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 31年 当該事業の耐用年数

妥当投資額

投資効率

２．年総効果額の総括

区分

効果項目

農業経営向上効果

維持管理費節減効果

生産基盤保全効果

災害防止効果

廃用損失額

蓮沼Ⅱ期地区の事業の効用に関する説明資料

△ 481

区　 　分

総合耐用年数に応じ、年総効果額から妥当
投資額を算定するための係数（T=5年）

備　 　考

1.12

算定式

①

②

③

④

⑦＝⑥÷①

417,072

農業用用排水施設の整備により、維持管理費が増
減する効果

417,072

年総効果額 効 果 の 要 因

（ 千 円 ）

数値（千円）

6,299,450

416,591

17,814

0.0587

7,079,137

計

17,814 耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値

還元率×(1+建設利息率) ⑤

⑥＝②÷⑤－③

農業用排水施設等の整備により、大雨等の災害の
発生に伴う被害が軽減される効果

416,591

△ 481



（１）維持管理費節減効果

○対象施設
排水機場、排水路

○効果算定式
年効果額＝事業実施前の現況維持管理費－評価時点の維持管理費

○年効果額の算定

年効果額

③＝①－②
千円

△ 481

評価時点の維持管理費

① ②
千円 千円

○効果の考え方
農業用用排水施設の整備により、維持管理費が増減する効果

事業実施前の現況維持管理費

10,976 11,457

・評価時点の維持管理費（②）：

・事業実施前の現況維持管理
費（①）：

土地改良事業計画書を基に、「土地改良事業の費用対効果分析
に必要な諸係数について」に示す支出済費用換算係数により補
正している。

土地改良事業計画書を基に、「土地改良事業の費用対効果分析
に必要な諸係数について」に示す支出済費用換算係数により補
正している。



（２）災害防止効果

○効果の考え方

○対象資産（想定被害軽減施設）
農作物、農地、農業用施設、公共土木施設、一般資産

○効果算定式
年効果額＝想定被害軽減額×還元率

○年効果額の算定

還元率 年効果額 備　　考

② ③＝①×②
千円

0.0569 417,072 耐用年数31年

・還元率　（②）：

・想定被害軽減額（①）：

施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算す
るための係数。

想定被害軽減額

千円

土地改良事業計画書に記載された各種諸元を基に算定した。

農業用用排水施設の整備により、大雨等の災害の発生に伴う作物、農用地、農業用施設、一般資
産及び公共資産の被害が防止又は軽減される効果。

①

7,329,909



（３）廃用損失額

○対象作物
　排水路

○廃用損失額の算定式
　廃用損失額＝償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 設置年 償却資産額 残存率 廃用損失額

（廃用施設） （千円） （千円）
① ② ⑤＝①×②

早川幹線排水路 S59 237,526 0.08 17,814

合　　　計 17,814

・償却資産額(①)：

　廃止、改修を行う施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、廃止及び改修に
よって施設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算
定。

廃用施設の事業費から廃棄価格（スクラップとしての価格）を差し引
いた額。土地改良事業計画書を基に、「土地改良事業の費用対効果分
析に必要な諸係数について」に示す支出済費用換算係数により補正し
ている。

○考え方



３．評価に使用した資料

・

・

・

【費用】
・

【妥当投資額】
・
・
・

【共通】

上記以外の効果算定に必要な各種諸元については、千葉県農林水産部耕地課調べ

農林水産省構造改善局計画部（監修）[改訂]「土地改良の経済効果」大成出版社（平成９年３月20日
第２版第1 刷発行）

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林
水産省農村振興局企画部長通知（令和４年４月１日一部改正））

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和４年４月１日付け農林水産省農村振
興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

当該事業費に係る一般に公表されていない諸元については、千葉県農林水産部耕地課調べ

関東農政局統計部（平成29～令和３年）「千葉県農林水産統計年報」農林水産統計協会
農林水産省統計部（令和３年）「令和２年農林業センサス千葉県統計書」農林水産統計協会


